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公益財団法人政治経済研究所 

短時間勤務者就業規則 

                                             

 

第１章   総      則 

 

第１条（目的） 

この規則は、公益財団法人政治経済研究所（以下、法人という）と雇用契約を締結した勤

務者のうち、短時間勤務者の就業に関する労働条件および服務規律を定めたものである。 

 

第２条（短時間勤務者の定義） 

短時間勤務者とは、第５条により採用され、法人と雇用契約を締結した勤務者のうち、週

の労働時間が１５時間未満で、１か月の労働時間が 60時間未満の者をいう。雇用契約期

間は、有期 1年とする。 

 

第３条（規則遵守の義務） 

法人はこの規則に基づく労働条件により短時間勤務者に就業させる義務を負い、短時間

勤務者はこの規則を遵守する義務を負うと共に、相互に協力して当法人の発展に努めな

ければならない。 

 

第４条（秘密保持） 

短時間勤務者は法人の業務ならびに勤務者の身上に関し、その職務上知り得た事項につ

いては、在職中はもちろん退職後といえども、みだりに公表してはならない。 

 

 

第２章   採     用 

 

第５条（採   用） 

１．法人は短時間勤務者として就業を希望する者の中より、選考のうえ適格と認めた者

で、所定の手続きを経た者を短時間勤務者として採用する。 

２．短時間勤務者は採用の際、以下の書類を提出しなければならない。 

     ① 履  歴  書（３ケ月以内の写真添付） 

      ② その他法人が必要と認めたもの 

３．在職中に上記提出書類の記載事項で氏名、現住所、家族の状況等に異動があった場合
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は速やかに法人に届け出なければならない。 

４．提出された書類は、人事労務管理の目的でのみ使用する。 

 

第６条（労働条件の明示） 

法人は、新たに採用した短時間勤務者に対し、短時間勤務者就業規則、その他の関係文書

を交付することにより、労働時間、賃金など勤務に関わる労働諸条件を明示する。社会保

険等の適用はないものとする。  

 

第３章   異     動 

 

第７条（異   動） 

１．法人は、業務上必要がある場合には、短時間勤務者に就業の場所若しくは、従事す

る職務の変更を命ずることがある。 

２．短時間勤務者は、正当な理由なく、これを拒むことはできない。 

 

 

第４章   就業時間、休憩時間、休日および休暇 

 

第８条（労働時間および休憩時間） 

１．短時間勤務者の勤務所定労働時間については 1週の労働時間を１５時間未満で個別に

雇用契約書において定める。 

２．始業、終業の時刻および休憩時間は原則として以下のとおりとする。 

始業は午前１０時より 終業は午後５時まで                       

    休憩時間は正午から午後１時までの１時間 

３．業務の状況または季節により、就業時間および休憩時間を繰り上げまた繰り下げおよ

び変更をすることがある。 

 

第９条（休   日） 

１．休日は以下のとおりとする。 

  ①個別に雇用契約書で定めた労働日以外 

  ②その他法人が定めた日 

２．業務上必要がある場合には、前項で定める休日を他の労働日と振替えることがあ

る。 
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第１０条（時間外、休日および深夜勤務） 

１．法人は、労働基準法第 36条に定める労使協定の範囲内で業務の都合で所定労働時間

外に勤務させることがある。 

２．時間外勤務を命ぜられた短時間勤務者は、正当な理由なくこれを拒否することはで

きない。 

 

第１１条（出   張） 

業務の都合により必要がある場合は、出張を命ずることがある。短時間勤務者は正当な理

由がなければ、これを拒むことはできない。 

 

第１２条（年次有給休暇） 

１．労働基準法第３９条にしたがい勤続年数半年以上で、所定労働日の８割以上を出勤

した短時間勤務者に対して下表の年次有給休暇を付与する。  

  雇入れの日から起算した継続勤務期間の区分に応ずる年

次有給休暇の日数 

短時間労働者 

の週所定 

労働日数 

短時間労働者 

の 1 年間の 

所定労働日数 

6 ヶ

月 

1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 

6 ヶ

月 

6 ヶ月 6 ヶ月 6 ヶ月 6 ヶ月 6 ヶ月 

以上 

4 日 169 日～216 日 7 日 8 日 9 日 10 日 12 日 13 日 15 日 

3 日 121 日～168 日 5 日 6 日 6 日 8 日 9 日 10 日 11 日 

2 日 73 日～120 日 3 日 4 日 4 日 5 日 6 日 6 日 7 日 

1 日 48 日～72 日 1 日 2 日 2 日 2 日 3 日 3 日 3 日 

                                        

２．年次有給休暇は、やむを得ない場合を除き１週間前までに、事務局長に届けること

とする。ただし、業務の都合によりやむを得ない場合は、指定した日を変更すること

がある。 

３．当日やむを得ず年次有給休暇を取る場合は、始業時刻の１５分前までに事務局へ連

絡する。有給休暇を含めて７日以上の病休（有給休暇がない場合は欠勤扱い）の場合

には、医師の診断書の提出を求めることがある。 

４．年次有給休暇は次年度に限り繰り越すことができる。 

５．年次有給休暇を取得した日は、通常勤務したものとして賃金を支払う。 

６．年次有給休暇は一日単位で取得するものとする。 

 

第１３条（産前産後休業） 

１．女性短時間勤務者は、産前産後の休業をすることができる。なお、産前の休業につ

いては事前に申し出るものとする。この場合、必要な書類などの提出を求めることが
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ある。 

① 産前休業  出産予定日前６週間（多胎妊娠の場合は１４週間）以内 

② 産後休業  出産日の翌日から８週間 

産後６週間は労働をさせない。ただし、産後６週間を経過した女性短時間勤務者が労

働することを請求した場合、医師が支障がないと認めた業務に限り、労働させること

がある。なお、この請求にかかる費用は本人負担とする。 

２．本条の休業に対する賃金は無給とする。 

 

第１４条（生理休暇） 

１．女性短時間勤務者が、生理日の就業が著しく困難である旨の請求があった場合は、

その必要な期間（所定労働時間の全部もしくは一部）の休暇を取得することができ

る。 

２．本条の休暇に対する賃金は無給とする。 

 

第１５条（育児時間） 

１．生後１年に達しない子を養育する女性短時間勤務者が事前に申し出た場合は、所定

の休憩時間の他、１日について２回、それぞれ３０分の育児時間を請求することが

できる。 

２．育児時間を、始業時刻もしくは終業時刻に接続、もしくは一括しての取得を認める

ことがある。 

３．本条の育児時間に対する賃金は無給とする。 

 

第１６条（育児休業、介護休業、子の看護休暇、介護休暇など） 

１．短時間勤務者の育児休業、介護休業、子の看護休暇、介護休暇などについては他に

定める育児・介護休業規程に定めるところによる。 

２．本条の休業、休暇に対する賃金は無給とする。 

 

第１７条（公民権行使の時間） 

１．短時間勤務者が、労働時間中に選挙その他、公民としての権利の行使および義務

（裁判員制度含む）を履行するために事前に申し出た場合は、それに必要な労働

（日もしくは時間）を免除する。ただし、業務の都合上、権利の行使および義務の

履行を妨げない範囲で、その日もしくは時間の変更をすることがある。 

２．本条の公民権行使の時間に対する賃金は無給とする。 
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第５章   服     務 

 

第１８条（服務心得） 

短時間勤務者は服務にあたって、以下の事項を守らなければならない。 

①短時間勤務者は法令、法人の諸規程及び業務上の指示、命令を遵守し、誠実にその

職務を遂行し、法人の秩序維持、向上に努めなければならない。 

②短時間勤務者は業務組織に定めた分担と法人の諸規則に従い、上長の指揮の下に、

誠実、正確かつ迅速にその職務にあたらなければならない。 

③短時間勤務者が以下の行為をしようとするときは、予め上長の承認を得て行なわな

ければならない。 

   １．物品の購入をするとき（消耗品の購入は除く）。 

   ２．販売物件および手数料の値引をするとき。 

   ３．法人の重要書類またはこれに類する物品等を法人外に持ち出すとき。 

④短時間勤務者は下記の行為をしてはならない。 

    １．法人の命令および規則に違反し、また上長に反抗し、その業務上の指示および

計画を無視すること。 

   ２．法人の名誉を傷つけ、信用を害し、又は利益を害すること。 

   ３．法人の内外を問わず、個人情報及び特定個人情報、服務上の秘密事項の他、法 

人の不利益となる事項を他に漏らすこと。 

   ４．職務の怠慢および職場の風紀、秩序を乱すこと。 

⑤業務上の失敗、ミス、クレームは隠さず、ありのままに上長に報告しなければならな

い。 

⑥短時間勤務者は職務上の地位を利用し私的取引をなし、金品の借入または手数料、リ

ベートその他金品の収受もしくは接待など私的利益を得てはならない。 

⑦短時間勤務者は以下に該当する事項が生じたときは、速やかに法人へ届け出なけれ

ばならない。 

１．短時間勤務者が自己の行為により、法人の施設、器物、資材、物品等を損傷し、

もしくは他人に損害を与えたとき。 

２．法人の損失もしくは他人に損害を及ぼし、またはその虞があるのを知ったとき。 

３．法人または短時間勤務者に災害の発生、またはその虞があるのを知ったとき。 

４．法人の安全操業に支障をきたし、またはその虞があるとき。 

 

第６章   ハラスメントの禁止 
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第１９条（ハラスメントの禁止） 

１．役員等及び短時間勤務者は、当法人の内外において、性的言動によって良好な職場

環境・規律を乱し、あるいは他の勤務者の就業を妨げる行為をしてはならない。 

２．役員等及び短時間勤務者は、当法人の内外において、職務上の地位や人間関係など

の当法人内の優位性を背景に、業務の適正な範囲を超えて、他の勤務者その他の関

係者に精神的・身体的苦痛を与え、または職場環境を悪化させるような行為(パワー

ハラスメント)をしてはならない。 

３．役員等及び短時間勤務者は、産前産後休暇および育児介護休業法に規定する制度の

申出・利用に関して、当該申出・利用する勤務者の就業環境を害する言動を行って

はならない。 

４．その他ハラスメント及び細目については、別途「ハラスメント防止規程」及び「内

部通報制度運用規程」による。 

 

 

第７章   懲戒、解雇、退職および休職 

 

第２０条（懲戒の種類） 

１．懲戒の種類は次のとおりとする。 

①戒告 始末書を提出させ将来を戒める。 

②減給 始末書を提出させ、かつ賃金の一部を減給し将来を戒める。ただし、賃金の   

減給は１回につき平均賃金１日分の半額とし、減額総額は当月度賃金総額の１

０分の１を限度とする。 

③出勤停止 始末書を提出させ、かつ２週間以内の出勤を停止して謹慎を命ずる。 

④論旨解雇 退職を勧告して解雇する。ただし、勧告に応じない場合は、懲戒解雇す   

る。 

⑤懲戒解雇 解雇の予告をしないで即時解雇する。 

 

第２１条（懲戒事由と適用） 

以下の各号のいずれかに該当する場合は、情状に応じ、戒告、減給または出勤停止に処す

る。 

① 正当な理由なく欠勤、遅刻を重ねたとき。 

② 過失により災害または、営業上の事故を発生させ、法人に重大な損害を与えたと

き。 

③ 守秘義務に反する行為がみられ、その行為が軽微なとき。 

④ 第１８条の服務心得等に違反した場合であって、その事案が軽微なとき。 
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⑤ その他前各号に準ずる程度の不都合な行為のあったとき。 

 

第２２条（懲戒解雇） 

以下の各号のいずれかに該当する場合は、情状に応じ、諭旨解雇または懲戒解雇に処する。 

① 無断もしくは正当な理由なく欠勤が連続１４労働日に及んだとき。 

② 出勤常ならず、改善の見込みのないとき。 

③ 刑事事件で有罪の判決を受けたとき。 

④ 重要な経歴をいつわり、採用されたとき。 

⑤ 故意または重大な過失により、災害または営業上の事故を発生させ、法人に重大な

損害を与えたとき。 

⑥ 法人の許可を受けず、在籍のまま他の事業の経営に参加したりまたは労務に服し、

若しくは事業を営み、自己の営業を行ったとき。 

⑦ 職務上の地位を利用し、第三者から報酬を受け、若しくはもてなしを受ける等、自

己の利益を図ったとき。 

⑧ 上長の許可なく法人の物品を法人外に持ち出したとき。 

⑨ 前条で定める処分を再三にわたって受け、なお改善の見込みがないとき。 

⑩ 第１８条の服務心得に違反した場合であって、その事案が重大なとき。 

⑪ 見学者や取引業者への暴行、脅迫その他不法行為をして著しく職員としての体面を

汚したとき。 

⑫ 正当な理由なく、しばしば業務上の指示・命令に従わなかったとき。 

⑬ 法人に対する誹謗中傷等によって法人の名誉信用を傷つけ、業務に重大な悪影響を

及ぼすような行為があったとき。 

⑭ 法人の業務上重要な秘密（見学者情報を含む）を外部に漏洩して法人に損害を与え、

または業務の正常な運営を阻害したとき。 

⑮ その他前各号に準ずる程度の不都合な行為のあったとき。 

 

第２３条（普通解雇） 

１．短時間勤務者は以下の事由により解雇されることがある。 

  ①身体、精神の障害により、業務に耐えられないとき。 

  ②勤務成績が不良で、就業に適さないと認められたとき。 

  ③事業の縮小等、やむを得ない業務の都合により必要のあるとき。 

   ④事業の運営上、やむを得ない事情、または天災事変その他これに準ずるやむを得な   

い事情により、事業の継続が困難になったとき。 

  ⑤その他、第１８条の服務心得等にしばしば違反し、改悛の情がないとき。 

２．解雇するときには、３０日前に予告する。予告しないときは平均賃金の３０日分を

支給して即時解雇する（平均賃金の３０日分とは、過去３カ月の総支給額をその期
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間の暦日数で除したものを１日分としてその３０日分をいう）。なお、予告日数は平

均賃金を支払った日数だけ短縮することができる。 

３．前条および第１項で定める事由により解雇される際に、当該短時間勤務者より証明

書の請求があった場合は、解雇の理由を記載した解雇理由証明書を交付する。 

 

第２４条（一般退職） 

１．短時間勤務者が自己の都合により退職しようとするときは、少なくとも１４日前ま

でに事務局長に文書により退職の申し出をしなければならない。 

２．退職する者は、退職日までに業務の引継その他指示されたことを終了し、貸与また

は保管されている金品を返納しなければならない。 

 

第２５条（休   職） 

短時間勤務者が以下の各号の一に該当するときには休職を命ずることがある。 

  ①業務外の傷病による欠勤が連続１ケ月以上にわたったとき。 

  ②家事の都合、その他やむを得ない事由により１ケ月以上欠勤したとき。 

  ③前各号のほか、特別の事情があって、法人が休職をさせることを必要と認めたとき。 

 

第２６条（休職期間） 

１．休職期間は次のとおりとする。 

  ①前条①の場合 勤続３年未満  ３ヶ月 

          勤続３年以上  ６ヶ月 

          ただし情状により期間を延長することがある。 

  ②前条②③④の場合 その必要な範囲で、法人の認める期間 

２．休職期間中、賃金は支給しない。 

３．休職中、一時出勤しても、１ケ月以内に同じ理由で欠勤するようになったときは期

間の中断は行なわず、前後の休職は通算する。 

４．休職期間満了後においても休職事由が消滅しないときは、満了の日をもって自然退

職とする。 

 

第８章   災   害   補   償 

 

第２７条（災害補償） 

１．短時間勤務者が、業務上で負傷し、もしくは疾病に罹り、または死亡したときは、

次のいずれかの補償を行う。 

①  療養補償            必要な療養の費用 
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② 休業補償            平均賃金の６０％ 

③ 障害補償            障害の程度で決定される額 

④ 遺族補償            平均賃金の１０００日分 

⑤ 葬祭料              平均賃金の６０日分 

⑥ 打切補償      平均賃金の１２００日分 

２．前項の補償を受けるべき者が同一の事由について労働者災害補償保険法、その他法

令、各種保険などの補償によって前項の災害補償に相当する保険給付（打切補償に

ついては傷病補償年金の受給権発生）を受ける場合においては、その給付の限度に

おいて前項の規定を適用しない。 

３．遺族補償および葬祭料は、労働基準法施行規則に定める順位によって支給する。 

４．短時間勤務者が、通勤途上で負傷し、もしくは疾病に罹り、または死亡したとき

は、労働者災害補償保険法、その他法令、各種保険などにより扶助を受けるものと

する。 

第９章   賃     金 

 

第２８条（給与） 

勤続年数および能力を勘案し、各人の時給を決定し、月給として支給する。 

 

第２９条（締め日支払日） 

給与は毎月２０日に締め、当月２５日に支払う。 

 

第３０条（給与支払い方法） 

給与は、本人の同意を得て、希望する銀行口座へ振り込むこととする。 

 

第３１条（賃金の改定） 

雇用契約を更改する際、職務遂行能力、勤務成績、勤務態度などの評価を行い、基本給を

改定することがある。ただし、法人の業績によっては、この限りではない。 

  

第３２条（賞与） 

短時間勤務者に対しては、原則として賞与は支給しない。 

 

第３３条（退職金） 

短時間勤務者に対しては、原則として退職金は支給しない。 
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【付則】 

２０１９年４月１９日制定 

２０２０年７月３１日改定 

２０２３年３月１６日改定 

 

 

 


